




































































































































































































































































































































































































































































生徒から引き出したい知識資料教授･学習活動指 示 ／ 発 問
アメリカの憲法には，「権利保障」の規定がない。
日本国憲法には規定されている。
フランス人権宣言16条にあるように，憲法は「権
利保障」と「権力分立」を規定するのが，普通で
ある。
…。
①Ｔ：資料を提示し発問
する。
Ｐ：答える。
Ｔ：発問する。
Ｐ：答える。
Ｔ：説明する。
Ｐ：確認する。
Ｔ：学習課題を提示す
る。
Ｐ：確認する。
Ｐ：手順を確認。
Ｐ：確認する。
○アメリカの憲法の最大の特徴は，何だった
か。アメリカの憲法の構成を思い出してみ
よう。
日本国憲法には，「権利保障」規定はあるか。
憲法は，「権利保障」を規定しなければなら
ないのか。
■なぜ，憲法は「権利保障」と「権力分立」
とを規定しているのだろうか。
○アメリカ合衆国の憲法を手がかりに，考え
ていこう。
導
入
「権利保障」規定はないわけではなく，憲法改正
という形で追加され，修正条項(１～10条)にある。
憲法草案が完成した後，「権利保障」規定がない
ことが問題化し，憲法の批准も危ぶまれたので，
憲法成立後の最初の連邦議会で，「権利保障」規
定を一括審議し，憲法改正として盛り込むことに
なった。
「強い連邦政府」を危惧する人たち(州権派)が，
「権利保障」規定がないことを問題にした。
・…。
Ｔ：説明する。
Ｐ：確認する。
Ｔ：考えさせる
Ｐ：考える。
Ｔ：説明する。
Ｐ：確認する。
Ｔ：説明する。
Ｐ：確認する。
Ｔ：考えさせる。
Ｐ：考える。
《１．アメリカの憲法の「権利保障」》
○アメリカの憲法には，本当に，「権利保障」
の規定がないのか。
▲なぜ，アメリカでは，「権利保障」は修正条
項で規定はされているのか。
どういう経緯で，そういうことになったの
だろうか。
どういう人たちが，「権利保障」規定がない
ことを問題にしたのだろうか。
○「権利保障」を規定すれば，「強い連邦政府」
を抑えることができるのだろうか。
展
開
１
政教分離･信教の自由，言論･出版の自由などの自
由権，武装する権利，…。
具体的に列挙された権利が少なく(自由権)，侵害
された時の手続規定が多い。
列挙されていない権利について「否定・軽視した
ものと解釈してはならない」としている。
つまり，憲法に具体的に規定していない権利につ
ても担保されている。
「合衆国議会は～してはならない」という表現を
している。
②Ｔ：資料を提示。
Ｐ：確認する。
Ｔ：発問する。
Ｐ：答える。
Ｔ：説明する。
Ｐ：確認する。
Ｔ：発問する。
Ｐ：答える。
Ｔ：説明する。
Ｐ：確認する。
Ｐ：発問する。
Ｐ：答える。
○アメリカの「権利保障」規定には，どんな
ことが，どういうふうに規定されているの
だろうか。
具体的な内容について，どんな権利が規定
されているか。(修正１，２条に注目)
列挙されていない権利は，どうなのだろう
か。修正９条に注目してみよう。
条文の表現に注目してみよう。どういう表
現で権利を保障しているか。
―５８―
合衆国議会。
条文には「合衆国議会は･･･」とあるが，広い意
味で「政府」と解釈することができる。
政府の権力から権利を守るために，「権利保障」
を規定している。
「権利保障」規定には，政府の権力の濫用を防止
する，という趣旨がある。
「権力分立」の規定も同じ趣旨であり，政治権力
を複数に分けて相互的抑制をはかり，権力の濫用
を防止しようとするものである。
アメリカだけでなく，そもそも「憲法」には，政
府の権力濫用を抑止する，という意義があり，そ
のため「憲法」は「権利保障」や「権力分立」を
規定している。そうした考えを「立憲主義」とい
う。
Ｔ：発問する。
Ｐ：答える。
Ｔ：説明する。
Ｐ：確認する。
Ｔ：発問する。
Ｐ：答える。
Ｔ：発問する。
Ｐ：答える。
Ｔ：説明する。
Ｐ：確認する。
Ｔ：説明する。
Ｐ：確認する。
条文では，誰を権利の侵害者として想定し
ているか。
条文の内容や表現から，アメリカの憲法の
「権利保障」規定について，どんなことがわ
かるか。
△アメリカの憲法の「権利保障」規定には，
どんな趣旨(ねらい)があるのだろう。
○「権利保障」によって政府の権力の濫用を
阻止するというのは，アメリカだけのこと
だろうか。
「何人も～されない」とか，「すべて国民は～さ
れない」とか，表現されている。
できない。
日本国憲法はアメリカの修正条項よりも「立憲主
義」が見えにくくなっている。。
Ｔ：発問する。
Ｐ：答える。
Ｔ：発問する。
Ｐ：答える。
Ｔ：まとめさせる。
Ｐ：まとめる。
日本の場合はどうだろうか。日本国憲法の
「基本的人権の尊重」の規定の表現は，ど
うなっていただろうか。
日本国憲法の「権利保障」規定に，「立憲主
義」をうかがうことができるか。
・…。
立憲主義は有名無実化し，権力濫用の虞がある。
憲法改正の手続きを厳しくする。
発議(提案)→承認(採択)の２段階になっている。
発議には，両議院(または全州の立法府)の2/3の
賛成が必要，承認には，全州の3/4立法府(または
憲法会議)の賛成が必要。
日本国憲法も２段階で，両議院の総議員の2/3以
上で発議し，国民投票で過半数の賛成で成立。
どちらも厳しい手続を規定し，硬性憲法である。
「立憲主義」は，憲法改正が難しい硬性憲法であ
ることによって担保されている。
③
Ｔ：考えさせる。
Ｐ：:考える。
Ｔ：発問する。
Ｐ：答える。
Ｔ：発問する。
Ｐ：答える。
Ｔ：資料を提示。
Ｐ：確認する。
Ｔ：発問する。
Ｐ：答える。
Ｔ：発問する。
Ｐ：答える。
Ｔ：発問する。
Ｐ：答える。
Ｔ：発問する。
Ｐ：答える。
Ｔ：まとめさせる。
Ｐ：まとめる。
《２－１．アメリカの「憲法改正」の手続》
「立憲主義」は，憲法に「権利保障」「権力
分立」を規定するだけで，大丈夫だろうか。
○「権利保障」「権力分立」の規定が，簡単に
変更できたらどうなるか。
では，どうすればよいだろうか。
○アメリカの憲法は，「憲法改正」についてど
のように規定しているか。(第５条)
憲法改正の手続きは，何段階になっている
か。
それぞれの段階で，どんな条件を満たさな
ければならないか。
日本国憲法は，憲法改正についてどのよう
に規定していたか。
○日米の憲法改正の規定から，どんなことが
わかるか。
渇「立憲主義」を堅持するために，憲法はど
ういう仕組みを規定しているか，まとめて
みよう。
展
開
２
Ⅴ おわりに
本稿の目的は，批判的思考力育成学習の矛盾追
究型の授業方略を検討し，それにもとづいて開発
した授業試案を提示することである。授業方略に
関する成果として，二つの成果をあげることがで
きる。一つは，価値判断は「〈価値主体〉の《価
値意識》を基準とし，〈社会・文化〉の《共同体
価値意識》を準拠とする，〈価値客体〉の《社会
的価値》に対する再審である」ということを明ら
かにしたことである。もう一つは，価値判断の矛
盾を追究する授業方略として，「〈価値主体〉の
《価値意識》と〈価値客体〉の《社会的価値》と
を比較し，それらの整合性や親和性を見極めて関
係性を明らかにする」という方略を提起したこと，
――つまり，授業に「比較」を組み込むことが有
効であるということを，明らかにしたことである。
授業試案の開発については，憲法改正について
日米両国の憲法を比較する授業プランを考案し，
「アメリカの憲法改正 －立憲主義－」の授業試案
を開発して試行した。小単元の構成上，授業は
〈比較として取り上げる議論〉を解明した段階で
終結し，〈矛盾追究の対象となる議論〉との比較
は授業では行わず課題としたが，授業の成果はア
ンケート15）によって確認することができる。アン
ケートは，この課題によって得られた理解が，学
習者の意思決定（価値判断）にどの程度反映して
いるかを確認しようとするもので，それをまとめた
ものが，次頁のグラフである。授業クラスにおい
て「どちらともいえない」「わからない」が少な
い分，「反対」が多くなっていることが注目される。
授業の一定の有効性を確認することができよう。
―５９―
…。
日本はない。アメリカは…。
アメリカでは，現在まで約240年間で17回あり，
修正１～10条に続く修正11～27条がそれにあた
る。アメリカの憲法改正は，従前の条文の塗り替
えではなく，従前の条文を残したまま新たに条文
を追加していく修正形式がとられている。
修正11～27条を，改正理由の視点から分類する
と，３つに分類することができる。
「憲法の不備を正す」，「社会の変化に対応する」…。
「憲法の不備を正す」，「社会の変化に対応する」
と，もう一つ「最高裁の違憲判断を覆す」という
理由で憲法改正が行われている。
憲法改正手続きは厳しいが，「憲法の不備を正す」
「社会の変化に対応する」「最高裁の違憲判断を
覆す」ということから，改正は行われている。
④
Ｔ：考えさせる。
Ｐ：考える。
Ｔ：発問する。
Ｐ：答える。
Ｔ：説明する。
Ｐ：確認する。
Ｔ：資料を提示。
Ｐ：確認する。
Ｔ：発問する。
Ｐ：答える。
Ｔ：説明する。
Ｐ：確認する。
Ｔ：まとめさせる。
Ｐ：まとめる。
《２－２．アメリカの「憲法改正」》
▲憲法は厳しい改正手続きを規定しているが，
実際に憲法は改正されているのだろうか。
○アメリカや日本では，憲法が改正されるこ
とがあるだろうか。
○アメリカでは，どんな場合に，憲法を改正
しているのだろうか。
それぞれどんな理由だろうか。それぞれの
分類に共通するものを考えてみよう。
△憲法改正の実際について，アメリカの場合
を事例にまとめてみよう。
憲法は国家権力を制限するものであり，そのため
「権利保障」や「権力分立」を規定している。そ
して，それを担保するため，「硬性憲法」となっ
ている。
「社会の変化に即応できるよう，憲法改正の手続
を緩和しよう」という議論が出てきた。
⑤
Ｔ：確認させる。
Ｐ：確認する。
Ｔ：資料を提示。
Ｐ：確認する。
Ｔ：指示する。
Ｐ：確認する。
○憲法に「権利保障」や「権力分立」を規定
している理由は何だろうか。なぜ憲法の改
正手続きは厳しいのだろうか。
現在，日本では，憲法改正をめぐって，ど
んな議論があるのだろうか。
◎こうした論議について，今日の授業で学習
したことと比較し，その特質を自分の言葉
でまとめてみよう。
終
結
６ 教授資料およびその出典
① 【アメリカ合衆国憲法の構成】…『新版世界憲法集第２版』，岩波書店(岩波文庫)，2012年，p.71－72等により，筆者作成。
② 【アメリカ合衆国憲法修正１条～10条】…前掲①，p.75－78により，授業者作成。
③ 【アメリカ合衆国憲法第５条】…前掲①，p.71－72。
④ 【「アメリカ合衆国憲法修正条項」の整理表】…前掲①，p.79－93により，授業者作成。
⑤ 【最近の「憲法改正」をめぐる議論】…神戸新聞2013年５月３日朝刊より，筆者作成（『切抜き速報社会版』547号，ニ
ホン･ミック，2013年）
本稿では，先稿の事実解明型に続き，矛盾追究
型の批判的思考力学習の授業方略の解明に取り組
んだ。それを一応終えた今，いっそのこと，授業
方略自体を思考の仕方として学習者に教授したら
どうだろうか，という思いが過ぎる。つまり，メ
タ思考学習である16）。それを次なる研究課題とし
て取り組んでいきたい。
【注】
1) 拙稿「批判的思考力育成学習の授業開発と実践」（梅津
正美・原田智仁編著『教育実践学としての社会科授業研究
の探求』風間書房，2015）
2) 梅津正美・加藤寿朗・前田健一他「中学生の社会的思考
力･判断力の発達に関する研究－歴史的分野を事例とした
調査を通して－」(鳴門教育大学研究紀要，第28巻，2013，
pp.64～79)を参照されたい。
3) トゥールミン図式や「Ｗの妥当性の吟味」については，
尾原康光「社会科授業における価値判断の指導について」
（全国社会科教育学『社会科研究』第39号，1991，pp.70
～83)を参考にした。なお，尾原は，トゥールミン図式で
示されるような構造を持つ議論の正当性を検討する場合，
とりわけ「Ｗの妥当性の検討」が必要であることを指摘し
ている。
4) 見田宗介『価値意識の理論－欲望と道徳の社会学』（弘
文堂，1996）pp.60～67を参考されたい。
5) 見田の図では，〈社会・文化〉は別々に扱われているが，
図を簡略化するため一つにまとめた。
6)〈社会・文化〉の《価値意識》は，〈価値主体〉の《価値
意識》と区別するため，《共同体価値意識》と呼ぶことに
する。
7) 価値判断の基準と準拠という発想は，見田の所論より得
た。前掲４)pp.67～70。
8) ともに《共同体価値意識》の影響を受けながら，《価値
意識》と《社会的価値》との間に整合性のズレや親和性の
有無が生ずるのは，脱構築に対する両者のフレキシビリ
ティの違いによる。
9) 見田宗介・栗原彬・田中義久編『社会学事典』弘文堂，
1978，pp.733～35。
10） 拙稿「自国理解の歴史教育－小単元『二つの近代』－」
（鳴門社会科教育学会『社会認識教育学研究』第10号，
1995，pp.24～40）
11）「比較」の対象の選定条件は表１にまとめたが，価値判
断の矛盾を追究する場合の比較は，これらに加え，比較と
して取り上げる対象は広汎に《共同体価値意識》を反映し
た典型的なものである，ということが重要となる。
12） 本小単元の授業は，2013年の２学期に，筆者の勤務校
である広島大学附属福山中学校において，３年Ａ組(男子20
名，女子21名)を対象に実施した。
13） 本授業試案の学習内容については，以下の文献を参考
にして設定した。松井茂記『アメリカ憲法入門(第７版)』有
斐閣，2012年。高橋和之編『新版世界憲法集第２版』，岩
波書店(岩波文庫)，2012年。樋口範雄『アメリカ法ベーシッ
クス10アメリカ憲法』弘文堂，2012年。君塚正臣編著『比
較憲法』ミネルヴァ書房，2012年。斎藤眞・金関寿夫ほか
監修『新訂増補 アメリカを知る事典』平凡社，2000年。
樋口陽一『個人と国家－今なぜ立憲主義か』集英社，2000
年。長谷川恭男『憲法学のフロンティア』岩波書店，1999
年。森孝一『宗教から読む「アメリカ」』講談社，1995年。
アリステア･クック著，鈴木健次･櫻井元雄訳『アリステア・
クックのアメリカ史(上)』日本放送協会(NHKブックス)，
1994年。
14） 本授業試案では，〈比較として取り上げる議論〉を追究
していくが，その時〈矛盾追究の対象となる議論〉は明示
されていない。〈矛盾追究の対象となる議論〉は，授業の
最終段階で学習課題が指示される際に，示される。
15） 授業試案の実践の１ヶ月後，ＮＨＫの憲法世論調査を
参考にしたアンケートを，授業クラス(41名)と比較クラス
(41名)とを対象に実施した。提示したグラフは，そのアン
ケート項目の中の「憲法96条に定めている，憲法改正を始
めるために必要な『すべての議員の３分の２以上の賛成』
という条件を，『過半数の賛成』に緩めることについて，
どんな考えを持っていますか」という質問に対する回答を
集計したもので，ＮＨＫの調査（18歳以上対象）の同項目
の集計結果も41名に換算して，並べて示している。
16） 筆者は，中学三年歴史的分野において，そうした授業
（「近代日本を大観する－批判的思考力を育成する方
略－」）を考案し，勤務校の2014年度公開教育研究会（11
月28日開催）の公開授業において試行的に実施した。
（付記） 本稿は，兵庫教育大学大学院連合学校教育学研究科
の共同研究プロジェクト(Ｎ)『社会科授業研究における教
育実践学的方法論の構築と展開』(代表：梅津正美)の研究
成果の一部である。
―６０―
